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群馬県における活動報告 

【派遣活動の背景】 

火山防災において、自治体職員は地域住民の安全確保、避難誘導、情報発信等、多岐に

わたる重要な役割を担っている。火山災害は頻繁に発生するものではないため、実際の対

応経験を有する職員は限られており、加えて、職員が習得した知識や経験が組織内に継続

的に蓄積されにくいという課題も抱えている。 

このような状況を踏まえ、火山災害対応の実績を有する専門家による研修は、より実践

的かつ実務的な知識を習得する貴重な機会となり、自治体が抱える課題の解決に資するも

のと考え、本研修を企画した。 

【大野氏の講話要旨】 

● 火山災害について 

➢ 過去の噴火では、死者・行方不明者や

負傷者が生じている。火山災害の種類

によっては瞬時に生命の危機が起き

ることがあり、複合災害も発生しやす

く、大変危険である。 

➢ 火山現象の発生は予測が困難で起き

る頻度は低いが、一度起きると生命を

危険に及ぼす甚大な災害や想定外の

現象が起き、それらが絡み合い複合災

害が発生しやすい。 

➢ 噴火により地域住民の生命、日常生

活、ライフライン、農林水産業等への

火山防災エキスパート 大野 宏之 氏（一般社団法人全国治水砂防協会理事） 

申請団体 群馬県 

活動日 令和８年１月 16日（金） 

活動場所 群馬県庁及び WEB配信 

活動した取組名 2025年度火山防災特別セミナー 

参加者 自治体防災担当職員他（対面 15名程度、オンライン 39名程度） 

活動の概要 

「火山防災教育」をテーマとした自治体職員等対象の火山防災

特別セミナーにおいて、国が自治体向けにどのような教育を行

っているか、実績や成果、課題などについて講義を行った。 
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影響がある。噴火の長期化や災害の規

模によっては、噴火活動の終息と被災

地の復興に非常に時間がかかるケー

スがある。 

➢ 火山ごとに活動が異なり、噴火時期で

火山現象が異なるケースが一般的で

ある。事前に正確な予測は難しい。 

➢ 火山現象により様々な災害が起きる

が、被害が大きいものに溶岩流、火砕

流、融雪型火山泥流、降灰後の土石流

等がある。 

➢ 土石流は、季節により特性が分かれ

る。予測困難で同時多発的に広域な範

囲で発生し、破壊力が大きい。発生か

ら短時間で流れが一気に居住地域に

至ることも想定され、その場合は避難

の時間がほとんどなく、大変危険で住

民においては生命の脅威となる。 

➢ 融雪型火山泥流は、活火山が積雪期に

噴火すると、高温の火砕流等の火山噴

出物により積雪が一気に融け、土砂と

混合して、時速数十km～百km超の猛烈

な勢いで流下し、遠方まで到達する。通常の土石流より流下スピードが速く大変危

険な火山現象である。気象庁・専門家からの早めの情報収集が必要。 

● 火山ハザードマップ 

➢ 現在配布されているハザードマップ

はプレアナリシス型である。平常時、

前兆現象発生時に有効であり、火山砂

防計画等の基礎資料、長期的な地域計

画作成等に活用されている。 

➢ 一方、リアルタイムハザードマップ

（RTHM）（リアルタイムアナリシス型）

は、噴火直前、噴火継続期等に有効であり、令和６年３月時点で16火山で運用して

いる。対象とする火山現象は、火砕流、溶岩流、融雪型火山泥流、噴火後の降灰に

よる土石流の4現象であり、想定と異なる火口位置や地形変化も柔軟にシステムに

取り入れてシミュレーション計算ができる。 
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➢ リアルタイムハザードマップは、火口

位置の変化や緊急対策実施時の被害

想定範囲の変化がシミュレーション

で確認できるので、警戒避難体制を考

えるのに不可欠なツールである。 

 

 

● 土砂災害防止法の緊急調査 

➢ 平成23年（2011年）土砂災害防止法の

改正により、大規模な災害が発生した

場合は、国（県）による緊急調査を実

施し、結果を市町村に報告し、住民に

周知することで迅速な避難行動を促

すことが可能。 

➢ 土砂災害防止法による緊急調査には、

河道閉塞による湛水を発生原因とす

る土石流、火山噴火に起因する土石

流、地すべりの３種類がある。 

➢ 噴火後の降灰が堆積した場所に雨が

降ると、平常時は雨水が土壌に浸透す

るが、火山灰堆積による浸透能の低下

により、表面流が多量に発生し、土石

流が発生しやすくなる。 

● 危機管理上の留意事項 

➢ 火山地域における土砂災害対策とし

て、以下のものがある。 

 ハード対策（平常時）： 

砂防堰堤の整備、遊砂地の準備、流路

工の整備 等 

 ハード対策（緊急時）： 

大型土嚢、コンクリートブロック設

置、仮設導流堤の整備、砂防堰堤の除

石、砂防堰堤の嵩上げ 等 

 ソフト対策（平常時・緊急時）： 

ワイヤーセンサー、雨量計、監視カメ

ラ、降灰量計、積雪計の設置 等 

➢ 国土交通省は、国土交通省緊急災害対
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策派遣隊「TEC-FORCE（テックフォース）」やリエゾンを被災地に派遣し、調査、

情報収集等、復旧に向けた支援体制を行う。リエゾンが橋渡し役となり、TEC-FORCE

の技術部隊が実際の活動を担う。 

➢ 火山防災には国、県、市町村等（火山防災協議会構成員）の協力が不可欠であり、

普段から、国、県、市町村、大学等関係者のコミュニケーションを円滑にしておく

ことが大事。いわゆる顔の見える関係の構築が必要。その意味でも平常時からの火

山防災協議会の活用が極めて重要。 

【質疑応答】 

質問（県警本部）：リアルタイムハザードマップ、土砂災害緊急情報は、災害発生からど

れくらいで発表されるのか。 

回答：状況によるが早ければ数時間でシミュレーション計算ができ、発表できるようであ

る。国土交通省等で体制を整備し、デジタルデータを準備し、シミュレーションプログラ

ムで数値計算を行い、ハザードの到達範囲を決めている。 

質問（司会者）：リアルタイムハザードマップはどこの組織が作成するのか。 

データは対象となる火山の地方整備局で収集するのか。 

回答：国土技術政策総合研究所（国総研）の指導の下、国土交通省九州地方整備局九州技

術事務所が中心となり、収集している火山の全国データの情報をもとにリアルタイムハザ

ードマップを作成している。 

火山噴火の関連データは人口衛星の合成開口レーダー(SAR)、無人航空機（UAV）等を利用

し取得する。国土地理院の火山周辺の観測データ等、複数のデータも活用し国総研や土木

技術研究所などの研究所や国土交通省管轄の事務所で収集している。 

【活動の様子】 

  

 


